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1959 年   9 月	 静岡県生まれ

学　　歴

1978 年   3 月	 静岡県立掛川西高等学校卒業
1982 年   3 月	 慶應義塾大学法学部法律学科卒業
1985 年   3 月	 慶應義塾大学大学院法学研究科修士課程修了（法学修士）
1987 年 10 月	 ゲーテ・インスティテュート（マンハイム）にて語学研修 

（コンラート・アデナウアー財団奨学金によりドイツ留学）
1988 年   4 月	 ケルン大学法学部にて在外研究（博士号取得候補生，1990 年 9 月まで）
1990 年   3 月	 慶應義塾大学大学院法学研究科博士課程単位取得退学

学　　位

2001 年 12 月	 博士（法学）慶應義塾大学

職　　歴

1990 年 11 月	 川崎市市民オンブズマン専門調査員（1991 年 10 月まで）
1991 年   4 月	 慶應義塾大学新聞研究所研究員
1992 年   4 月	 北陸大学法学部講師
1996 年   4 月	 北陸大学法学部助教授
1998 年   4 月	 広島大学法学部助教授
2001 年   4 月	 広島大学法学部教授
2001 年   4 月	 東京大学社会情報研究所教授併任（2001 年 9 月まで）
2001 年 10 月	 日本大学法学部教授
2004 年   4 月	 大阪大学大学院高等司法研究科教授
2015 年   3 月	 大阪大学名誉教授
2015 年   4 月	 慶應義塾大学メディア・コミュニケーション研究所教授，副所長
2016 年   4 月	 慶應義塾大学法学研究科委員会委員

名古屋市立大学経済学部，名城大学薬学部，慶應義塾大学新聞研究所，滋賀大学経済学部，長崎県立
大学経済学部，東京大学社会情報研究所，日本大学法学部，日本大学大学院法務研究科，慶應義塾大
学大学院法務研究科，立教大学社会学部，法政大学法学部，上智大学文学部，京都大学法学部などで
非常勤講師を担当。

社会における活動

1996 年   7 月	 日本新聞協会「新聞再販問題研究会」（1997 年 3 月まで）
1999 年   4 月	 広島県廿日市市「情報公開及び個人情報保護制度実施懇話会」委員（2000 年 3 月まで）
2000 年   4 月	 郵政省「放送政策研究会」委員（2003 年 2 月まで）
2002 年   4 月	 核燃料サイクル開発機構「情報公開委員会」委員（2005 年 9 月まで）
2002 年 10 月	 NHK「デジタル時代の公共放送に関する勉強会」委員（2003 年 7 月まで）
2003 年   2 月	 日本民間放送連盟「放送新政策研究会」委員（2005 年 3 月まで）
2004 年   8 月	 青少年育成国民会議「青少年有害環境対策推進研究会」委員（2005 年 3 月まで）
2004 年 10 月	 大阪府社会福祉協議会「個人情報並びに人権感覚豊かな人材の養成研修プログラム

鈴木　秀美 教授
◆ 略　歴 ◆
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開発作業部会」委員（2006 年 3 月まで）
2004 年 10 月	 川西市「情報公開審査会」委員（2008 年 10 月まで）
2004 年 10 月	 川西市「個人情報保護審査会」委員（2008 年 10 月まで）
2004 年 10 月	 猪名川上流広域ごみ処理施設組合「情報公開審査会」委員（2008 年 10 月まで）
2005 年   1 月	 総務省「デジタル化の進展と放送政策に関する調査研究会」臨時構成員 

（2007 年 6 月まで）
2005 年   4 月	 放送倫理・番組向上機構（BPO） 

「放送と青少年に関する委員会」委員（2007 年 5 月まで）
2005 年   6 月	 日本民間放送連盟「放送新政策研究会」委員（2007 年 3 月まで）
2005 年 10 月	 日本学術会議「連携会員」（2008 年 10 月まで）
2006 年   1 月	 大阪府「情報公開審査会」委員（2014 年 9 月まで）
2006 年   5 月	 日本原子力研究開発機構「情報公開委員会」委員（2017 年 3 月まで）
2006 年   7 月	 日本新聞協会「新聞法制研究会」委員（2008 年 5 月まで）
2006 年   9 月	 大阪府「同和問題解決推進審議会」委員（2011 年 9 月まで）
2007 年   1 月	 関西テレビ「調査委員会」番組調査委員（2007 年 3 月まで）
2007 年   4 月	 関西テレビ「再生委員会」委員（2007 年 5 月まで）
2007 年   4 月	 法務省「司法試験考査委員」（憲法）（2007 年 10 月まで）
2007 年   7 月	 関西テレビ社外取締役（2008 年 7 月まで）
2007 年   7 月	 関西テレビ「活性化委員会」委員（2009 年 7 月まで）
2008 年   4 月	 法務省「司法試験考査委員」（憲法）（2008 年 10 月まで）
2009 年   7 月	 関西テレビ「オンブズカンテレ委員会」（2021 年 6 月まで）
2011 年   4 月	 毎日新聞「『開かれた新聞』委員会」委員（2020 年 12 月まで）
2011 年   7 月	 大阪広域水道企業団「情報公開審査会」委員（2015 年 6 月まで）
2011 年 12 月	 大阪市「特別職報酬等審議会」委員（2013 年 11 月まで）
2012 年   4 月	 関西テレビ自己検証番組「月刊カンテレ批評」解説者（2014 年 3 月まで）
2012 年   8 月	 関西広域連合「情報公開審査会委員・個人情報保護審議会」委員（2014 年 3 月まで）
2012 年 10 月	 大阪弁護士会「懲戒委員会」委員（2014 年 9 月まで）
2014 年   8 月	 日本学術振興会「特別研究員等審査会」専門委員，「国際事業委員会」書面審査員・

書面評価員（2015 年 7 月まで）
2014 年 10 月	 日本学術会議「連携会員」（2020 年 9 月まで）
2016 年   4 月	 モバイルコンテンツ審査・運用監視機構 

「審査・運用監視委員会」委員（2018 年 5 月まで）
2016 年 11 月	 文部科学省「大学設置・学校法人審議会（大学設置分科会）」専門委員 

（2017 年 10 月まで）
2016 年 12 月	 日本学術振興会「科学研究費委員会」専門委員 

（挑戦的研究部会第 5 小委員会）（2017 年 11 月まで）
2017 年   2 月	 NHK「NHK 受信料制度等検討委員会」委員（現在に至る）
2017 年   4 月	 日本原子力研究開発機構「情報公開委員会」委員長（現在に至る）
2017 年 11 月	 文部科学省「大学設置・学校法人審議会（大学設置分科会）」専門委員 

（2018 年 10 月まで）
2017 年 12 月	 日本学術振興会「科学研究費委員会」専門委員 

（挑戦的研究部会第 5 小委員会幹事）（2018 年 11 月まで）
2019 年   4 月	 電気通信普及財団「表彰専門部会」委員（現在に至る）
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2020 年   3 月	 日本新聞協会「デジタル時代の新聞の公共性研究会」座長（2022 年 12 月まで）
2020 年 10 月	 日本学術会議「連携会員」（2026 年 9 月までの予定）
2021 年   2 月	 日本学術振興会科学研究費補助金審査部会 

「学術変革領域研究（A）」審査委員（2021 年 8 月まで）
2021 年   4 月	 放送倫理・番組向上機構（BPO） 

「放送と人権等権利に関する委員会」委員長代行（現在に至る）
2022 年   4 月	 NHK 放送文化研究所「放送文化研究委員会」委員（現在に至る）

受賞歴等

1982 年   3 月	 慶應義塾大学表彰規程による表彰を受ける
2023 年 12 月	 ドイツ連邦共和国より功労勲章功労十字小綬章を授与される

所属学会・研究会

日本公法学会	 	 ＊ 2013 年 10 月から理事（現在に至る）
比較憲法学会	 	 ＊ 2005 年 10 月から常任理事（現在に至る）
全国憲法研究会
憲法理論研究会
ドイツ憲法判例研究会	 ＊ 2013 年 4 月から代表（現在に至る）
ドイツ国法学者協会（Vereinigung der Deutschen Staatsrechtslehrer e. V.）
日独法学会
国際人権法学会	 	 ＊ 2015 年から 2018 年まで理事
慶應法学会
日本メディア学会（旧，日本マス・コミュニケーション学会）
	 	 ＊ 2017 年 7 月から 4 年間，2023 年 7 月から 2 年間理事）
情報通信学会
日本ネットワーク法学会
メディア法研究会		 ＊ 2017 年 1 月から代表（現在に至る）
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鈴木秀美教授主要業績目録
Ⅰ．著書
単著

『放送の自由〔増補第 2 版〕』信山社，2017 年 8 月
『放送の自由』信山社，2000 年 8 月

編著・共編著
ドイツ憲法判例研究会編，編集代表：鈴木秀美，宮地基，三宅雄彦
	 『ドイツの憲法判例Ⅴ』信山社，近刊
鈴木秀美責任編集『メディア法研究』2 号，信山社，2024 年 1 月
松井茂記・鈴木秀美・山口いつ子編『インターネット法』（中国語訳），北京大学出版，2023 年
鈴木秀美・三宅雄彦編『ガイドブック　ドイツの憲法判例』信山社，2021 年 3 月
Matthias Jestaedt/Hidemi Suzuki （Hrsg.）, Verfassungsentwicklung Ⅲ─Verfassungsentwicklung im 

Gesetz, Deutsch-Japanishes Verfassungsgespräch 2019, Mohr Siebeck 2021.
	 （憲法の発展Ⅲ─法律における憲法の発展）
鈴木秀美・山田健太編『よくわかるメディア法〔第 2 版〕』ミネルヴァ書房，2019 年 5 月
Matthias Jestaedt/Hidemi Suzuki （Hrsg.）, Verfassungsentwicklung Ⅱ─Verfassungsentwicklung 

durch Verfassungsgerichte 2017, Mohr Siebeck 2019.
	 （憲法の発展Ⅱ─憲法裁判所による憲法の発展）
ドイツ憲法判例研究会編，編集代表：鈴木秀美，畑尻剛，宮地基
	 『ドイツの憲法判例Ⅳ』信山社，2018 年 11 月
鈴木秀美責任編集『メディア法研究』創刊号，信山社，2018 年 9 月
工藤達朗・西原博史・鈴木秀美・小山剛・毛利透・三宅雄彦・斎藤一久編
	 『憲法学の創造的展開　上巻・下巻』（戸波江二先生古稀記念論文集）信山社，2017 年 12 月
鈴木秀美・イェシュテット・小山剛・ポッシャー編
	 『憲法の発展Ⅰ─憲法の解釈，変遷，改正　日独憲法対話 2015』信山社，2017 年 9 月
鈴木秀美・山田健太編『放送制度概論─新・放送法を読みとく』商事法務，2017 年 1 月
Matthias Jestaedt/Hidemi Suzuki （Hrsg.）, Verfassungsentwicklung I─Auslegung, Wandlung und 

Änderung der Verfassung, Deutsch-Japanishes Verfassungsgespräch 2015, Mohr Siebeck 2017.
	 （憲法の発展Ⅰ─憲法の解釈，変遷，改正）
松井茂記・鈴木秀美・山口いつ子編『インターネット法』有斐閣，2015 年 12 月
ドイツ憲法判例研究会編，編集代表：鈴木秀美『憲法の規範力とメディア法』信山社，2015 年 4 月
鈴木秀美・山田健太編『よくわかるメディア法』ミネルヴァ書房，2011 年 7 月
駒村圭吾・鈴木秀美編『表現の自由Ⅰ　状況へ』尚学社，2011 年 5 月
駒村圭吾・鈴木秀美編『表現の自由Ⅱ　状況から』尚学社，2011 年 5 月
松井茂記・高橋和之・鈴木秀美編『インターネットと法〔第 4 版〕』有斐閣，2010 年 1 月
鈴木秀美・山田健太・砂川浩慶編『放送法を読みとく』商事法務，2009 年 6 月

共著（教科書・参考書などの分担執筆）
笹田栄司編『Law Practice 憲法〔第 3 版〕』商事法務，2022 年 10 月
笹田栄司編『Law Practice 憲法〔第 2 版〕』商事法務，2014 年 10 月
棟居快行ほか編『プロセス演習　憲法〔第 4 版〕』信山社，2011 年 3 月
笹田栄司編『Law Practice 憲法』商事法務，2009 年 9 月
ドイツ憲法判例研究会編『ドイツの憲法判例Ⅲ』信山社，2008 年 10 月
戸波江二ほか編『ヨーロッパ人権裁判所の判例』信山社，2008 年 9 月
棟居快行ほか編『プロセス演習　憲法〔第 3 版〕』信山社，2007 年 4 月
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ドイツ憲法判例研究会編『ドイツの憲法判例Ⅱ〔第 2 版〕』信山社，2006 年 5 月
棟居快行ほか編『プロセス演習　憲法〔第 2 版〕』信山社，2006 年 3 月
北口末広・村井茂編『人権相談テキストブック』解放出版社，2005 年 7 月
浦部法穂・戸波江ニ編『法科大学院ケースブック　憲法』日本評論社，2005 年 7 月
棟居快行ほか編『プロセス演習　憲法』信山社，2004 年 4 月
小林孝輔編『憲法演習・自習・ハンドブック』勁草書房，2004 年 4 月
ドイツ憲法判例研究会編『ドイツの憲法判例〔第 2 版〕』信山社，2003 年 12 月
徳田雄洋ほか『情報 C』（高等学校「情報科」文部科学省検定済教科書）清水書院，2002 年
北川高嗣ほか編『情報学事典』弘文堂，2002 年 6 月
杉原泰雄・野中俊彦編著『新判例マニュアル　憲法Ⅱ』三省堂，2000 年 9 月
石村善治・堀部政男編著『情報法入門』法律文化社，1999 年 7 月
渡辺武達・山口功二編『メディア用語を学ぶ人のために』世界思想社，1999 年 5 月
ドイツ憲法判例研究会編『ドイツの最新憲法判例』信山社，1999 年 3 月
条例政策研究会『行政課題別　条例実務の要点』第一法規出版，1998 年 11 月
堀江湛教授退職記念出版『比較政治学と国際関係─現代の政治学』北樹出版，1998 年 5 月
小林孝輔編『憲法演習・自習・ハンドブック』一粒社，1998 年 4 月
石川明編著『法学入門 30 講〔新版〕』酒井書店，1996 年 6 月
ドイツ憲法判例研究会編『ドイツの憲法判例』信山社，1996 年 2 月
栗林忠男編著『解説宇宙法資料集』慶應通信，1995 年 1 月
村川一郎・初谷良彦・阿部孝夫編著『法と政治入門』第一法規，1994 年 8 月
岩間昭道・戸波江二編『憲法Ⅱ　基本的人権』別冊法学セミナー，1994 年 5 月
石川明編著『法学入門 30 講』酒井書店，1992 年 7 月

Ⅱ．論文（論文集への寄稿も含む）
「公法解釈とソフトローの包摂・競合─情報法を中心として＜総会報告＞」
	 公法研究 85 号，2024 年 10 月，45 ～ 65 頁

「ドイツにおけるヘイトスピーチ規制の現在」メディア法研究 2 号，2024 年 1 月，27 ～ 47 頁
「放送と憲法（憲法　もう少し聞きたい現代的論点）」法学教室 512 号，2023 年 5 月，15 ～ 19 頁
「ドイツのヘイトスピーチ対策」山腰修三編著『対立と分断の中のメディア政治』
	 慶應義塾大学出版会，2022 年 4 月，209 ～ 236 頁

「ドイツ SNS 対策法の 2021 年改正」
	 メディア・コミュニケーション 72 号，2022 年 3 月，1 ～ 12 頁

「デジタル時代における取材・報道の自由の行方─メディア適用除外とメディア優遇策」
	 法学研究 93 巻 12 号（大石裕教授退職記念号），2020 年 12 月，79 ～ 105 頁

「知る権利と人格権の比較衡量」Journalism362 号，2020 年 7 月，50 ～ 57 頁
「『忘れられる権利』と表現の自由・再論」
	 メディア・コミュニケーション 70 号，2020 年 3 月，1 ～ 18 頁
常時同時配信と受信料制度（特集　改正放送法成立：NHK と民放に望むこと）」
	 民放 49 巻 5 号，2019 年 9 月，4 ～ 7 頁

「NHK のインターネットによる常時同時配信」ジュリスト 1536 号，2019 年 8 月，74 ～ 79 頁
「ドイツ連邦憲法裁判所─制度とその運用」法曹時報 71 巻 7 号，2019 年 7 月，1 ～ 33 頁
「EU 一般データ保護規則とドイツのメディア適用除外規定」
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「実名報道を維持するためにマスコミ側がすべきことは何か」
	 マスコミ倫理懇談会全国協議会「例会」，2019 年 11 月 25 日

「犯罪報道とその限界─実名報道を中心に」
	 第 62 回マスコミ倫理懇談会「全国大会」A 分科会「岐路に立つ実名報道」，2018 年 9 月 20 日

「放送法の政治的公平と憲法改正国民投票」
	 全国政策研究集会 2018 分科会Ⅰ -1，2018 年 8 月 24 日（於：静岡県三島市）

「メディアと法－表現の自由はどう変わるのか」
	 マスコミ倫理懇談会全国協議会「メディアと法研究会」，2017 年 4 月 27 日

「ドイツの憲法判例について」，最高裁判所調査官室，2017 年 3 月 21 日
「インターネット上の人格権侵害と表現の自由─日独の議論を手がかりに」
	 司法研修所・平成 28 年度特別研究会 8（インターネット関連事件），2017 年 3 月 16 日

「放送局で働くなら知っておきたい放送法の基本」
	 秋田朝日放送「研修会」，2017 年 3 月 2 日

「放送法の番組編集準則と表現の自由」
	 立命館大学法学部学術講演会，2016 年 12 月 8 日

「取材・報道の自由の現状と法制度上の課題」
	 日本新聞協会「第 56 回紙面審査全国懇談会」，2016 年 5 月 26 日

「ドイツのメディア法制とメディア事情」
	 日本弁護士連合会人権擁護委員会，2016 年 4 月 18 日

「インターネット上のプライバシー侵害と表現の自由─ドイツの判例を手がかりに」
	 司法研修所・平成 27 年度ミニ研究会・基調講演，2016 年 3 月 16 日

「番組編集準則の合憲性」
	 2015 年 JNN 合同研修会「報道分科会」，2015 年 10 月 28 日

「放送の自主・自律を守るために─昨今の日本政治の動きをめぐって」
	 東海テレビ放送「放送倫理を考える全社集会」，2015 年 8 月 4 日

「放送の自由と国家権力との関係─諸外国の実情を踏まえ」
	 マスコミ倫理懇談会全国協議会「例会」，2015 年 7 月 15 日
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Ⅶ．国際会議等での報告
コンラート・アデナウアー財団「第 9 回アジア法曹アルムニ・ワークショップ」
	 9th KAS Alumini Workshop on Understanding Living Constitutions: Country Experiences
	 （2019 年 12 月 3 日，韓国，ホテル「グランド・ハイアット・ソウル」）
	 発表テーマ：Constitutionalism in Japan
日独憲法対話 2017（マティアス・イェシュテット，鈴木秀美共催）
	 （2017 年 9 月 18 日～ 22 日，ドイツ，ホテル「ザイガーヘーエ」，フライブルク，ドイツ連邦憲法

裁判所）
	 総合テーマ：Verfassungsentwicklung Ⅱ─ Verfassungsentwicklung durch Verfassungsgerichte
	 発表テーマ：Informelles Handeln des Obersten Gerichtshofs
コンラート・アデナウアー財団シンガポール事務所「法治国家プロジェクト」ワークショップ
	 （2016 年 6 月 25 日〜 26 日，シンガポール）
	 総合テーマ：Legal Approaches to the Refugee Crisis in Asia
	 発表テーマ：Japan’s Closed-Door Refugee Policy
日韓国際シンポジウム「公共放送のあり方と役割」（2015 年 8 月 22 日，韓国，済州大学）
	 発表テーマ：NHK の放送の自由
山口大学大学院経済学研究科：国際シンポジウム「特定秘密保護法を考える」
	 （2015 年 2 月 7 日，山口大学）
	 発表テーマ：表現の自由と民主主義の維持─取材の自由や知る権利をめぐる問題を中心として
大阪大学法学研究科・高等司法研究科・ベトナム社会科学院共催「シンポジウム」
	 （2014 年 9 月 18 日，ベトナム，ハノイ）
	 総合テーマ：�Current Discussion on Constitutional Law in Vietnam and Japan: In the Period of 

Global Transition
	 発表テーマ：日本の違憲審査制の現状と課題
建国大学：国際シンポジウム（2014 年 2 月 10 日，韓国，ソウル）
	 総合テーマ：Legal Issue in Asia and Africa
	 発表テーマ：日本の特定秘密保護法と報道の自由
テュッセン財団シンポジウム（2011 年 9 月，中国，南京大学）
	 総合テーマ：Öffentliche und Private Unternehmen
	 発表テーマ：�Möglichkeiten und Grenzen der staatlichen Tätigkeiten im wirtschaftlichen und 

publizistischen Wettbewerb
大阪大学・ベルリン自由大学共催：日独公法シンポジウム（2012 年 10 月，ドイツ，ベルリン自由大学）
	 総合テーマ：Neue Herausforderungen des öffentlichen Rechts in Japan und Deutschland
	 発表テーマ：Regulierte Selbstregulierung im Jugendmedienschutz
イルメナウ工業大学法学研究所主催：日独メディア法シンポジウム
	 （2010 年 3 月，ドイツ，イルメナウ工業大学）
	 発表テーマ：Medienkonvergenz und Medienrecht in Japan
テュッセン財団シンポジウム（2009 年 9 月，早稲田大学）
	 発表テーマ：Die inhaltliche Regelung im japanischen Rundfunkrecht
韓国法制研究院比較法制研究センター・慶尚大学校法科大学共催：日韓シンポジウム
	 （2008 年 11 月 7 日，韓国，慶尚南道晋州市）
	 総合テーマ：メディア融合と公共放送の独立
	 発表テーマ：日本における通信・放送の融合とメディア法
Jahrestagung des Arbeitskreises für Überseeische Verfassungsvergleichung
	 （2008 年 6 月 27 日～ 29 日，ドイツ，リューベック）
	 発表テーマ：Rundfunk- und Presserecht in Japan─atuelle Probleme
レーゲンスブルク大学「Ringvorlesung: Recht und Gesellschaft in Deutschland und Japan」
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	 （2008 年 4 月，ドイツ，レーゲンスブルク）
	 発表テーマ：�Der Rundfunk in Japan zwischen verfassungsrechtlichen Anforderungen und 

gesellschaftlichen Realität
ドイツ憲法判例研究会主催，日独シンポジウム（2008 年 3 月 29 日，早稲田大学）
	 発表テーマ：�Der Strukturwandel des Rundfunks im Zeitalter der Globalisierung─Vom 

Telekommunikations- und Rundfunkgesetz zum Gesetz für Information und 
Kommunikation ？

フライブルク大学公法研究所主催，日独シンポジウム
	 （2005 年 9 月 5 日～ 7 日，ドイツ，フライブルク大学）
	 総合テーマ：Verfassungsinterpretation, Verfassungsänderung, Verfassungsentwicklung
	 発表テーマ：Medienrecht und Medienfreiheit─Was liegt hinter der Kriese der Medienfreiheit ?
テュービンゲン大学法学部主催「日独シンポジウム」
	 （2004 年 7 月 12 日～ 18 日，ドイツ，テュービンゲン大学）
	 総合テーマ：Das Recht vor den Herausforderungen neuer Technologien
	 発表テーマ：Rundfunk und Internet
ケルン大学法学部シュテルン教授主催：国際シンポジウム
	 （2002 年 6 月，ドイツ，ベルリン日独センター）
	 総合テーマ：「ヨーロッパ諸国における移民法・難民法」
	 発表テーマ：�Die verwaltungsbehördliche Praxis bezüglich der Asyl- und Ausländerproblematik 

in Japan
ザールラント大学ヨーロッパ研究所：国際シンポジウム（1997 年 11 月，ドイツ，ザールブリュッケン）
	 総合テーマ：「ヨーロッパにおけるプレスの自由」
	 発表テーマ：Pressefreiheit ─ Landesbericht Japan　（書面による参加）

Ⅷ．外部資金（研究代表者として）
2023 年 3 月 7 日～ 4 月 5 日，日本学術振興会，外国人招へい研究者（短期），150 千円
	 「グローバル化時代における基本権解釈の理論と実務」
	 招へい研究者：ヨハネス・マージング教授（ドイツ・フライブルク大学）
2019 年度～ 2022 年度，日本学術振興会，科学研究費基盤研究（B），16,770 千円
	 「憲法秩序の領域分化をめぐる法的論証作法の日独比較」
2018 年度，放送文化基金，助成「ドイツ放送負担金制度の合憲性」，700 千円
2015 年度～ 2017 年度，日本学術振興会，科学研究費基盤研究（C），4,030 千円
	 「次世代放送に向けた通信放送法制の憲法学的考察」
2015 年度，日本学術振興会，二国間交流事業（日独）ドイツとのセミナー（DFG），
	 2,248,434 円，「憲法の発展─憲法の解釈，変遷，改正」
2014 年度，放送文化基金，助成「ドイツ放送負担金制度の現状と課題」，550 千円
2012 年度～ 2014 年度，日本学術振興会，科学研究費基盤研究（C），4,680 千円
	 「フルデジタル時代の通信放送法制の憲法学的考察」
2011 年度，放送文化基金，助成「ドイツの新しい受信料制度─その概要と問題点」，800 千円
2009 年度～ 2011 年度，日本学術振興会，科学研究費基盤研究（C），4,030 千円
	 「デジタル化時代の通信放送法制の憲法学的考察」
2006 年度～ 2008 年度，日本学術振興会，科学研究費基盤研究（C），3,670 千円
	 「デジタル時代の放送法制の憲法学的考察」
2001 年，ドイツ学術交流会（DAAD），大学教員・研究者のための研究滞在奨学金（1 か月間）
1998 年度～ 2001 年度，日本学術振興会，科学研究費基盤研究（C），1,700 千円
	 「名誉毀損法制の再構成」
1998 年度，電気通信普及財団，助成，1,000 千円
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	 「インターネットと表現の自由─ドイツのマルチメディア法を手がかりに」
1993 年度，日本学術振興会，科学研究費奨励研究（A），900 千円
	 「電波ボーダーレス時代における放送の法的規制」
1987 年 10 月～ 1990 年 9 月，コンラート・アデナウアー財団，英才助成奨学金（3 年間）

Ⅸ．新聞・放送・インターネット配信関係（2016 年以降）
2024 年 11 月 18 日，電波タイムズ電子版，インタビュー
	 放送 100 年特別企画「放送ルネサンス」第 18 回「行政の過干渉に戦う姿勢を」
	 ULR：https://www.dempa-times.co.jp/renaissance/13683/（最終閲覧 2025/1/31）
2024 年 10 月 17 日，秋田魁新報朝刊，16-17 頁
	 「第 77 回新聞大会 in 秋田，研究座談会 1　新聞は生き残れるか」
	 （中村史郎，かまつなな，佐川博之との座談会）
2024 年 7 月 5 日，朝日新聞朝刊 11 頁，インタビュー（聞き手：豊秀一）
	 「耕論　報道の自由　守るには」
2024 年 4 月 9 日，毎日新聞朝刊「ひと」「ドイツ功労勲章受章『日独の懸け橋に』」
2023 年 6 月 2 日，毎日新聞電子版「政治プレミア」インタビュー（聞き手：須藤孝）
	 「『政府批判はけしからん』の言語道断　政治的公平の意味は」
	 URL：https://mainichi.jp/premier/politics/articles/20230531/pol/00m/010/005000c
	 （最終閲覧 2025/1/31）
2023 年 5 月 19 日，日本記者クラブにおける記者会見「放送法文書をどう読むか（2）」
	 URL：https://www.youtube.com/watch?v=h9__Cz7IP-Q&t=10s
	 （最終閲覧 2025/1/31）
2023 年 3 月 16 日，TBS ラジオ「荻上チキ・Session」出演（放送法 4 条）
	 URL：https://www.tbsradio.jp/articles/67514/（最終閲覧 2025/1/31）
2023 年 3 月 15 日，BS-TBS「報道 1930」出演，「放送法　解釈見直しの意図は？」
	 URL：https://www.youtube.com/watch?v=TK9cVivDYHw（最終閲覧 2025/1/31）
2023 年 3 月 8 日，毎日新聞（東京朝刊）2 頁，「焦点：『官邸介入』主張平行線」
2022 年 6 月 15 日，読売新聞朝刊 13 頁，「法廷ネット公開　日本でも？」
2022 年 6 月 10 日，朝日新聞朝刊 13 頁，インタビュー（聞き手：豊秀一）
	 「耕論　巨大 SNS と表現の自由」
2022 年 4 月 26 日，新聞協会報 4405 号 3 頁，
	 「更生阻む課題　報道で指摘を（19 歳被告，初の氏名公表）」
2022 年 4 月 12 日，毎日新聞朝刊 24 頁，「特定少年報道 5 紙実名　事件ごと判断を」
2021 年 11 月 18 日，毎日新聞夕刊 4 面（寄稿）
	 「これまでの政治・これからの政治⑥　テレビ番組の『政治的公平』」
2021 年 3 月 29 日，東京経済プラス，インタビュー（聞き手：井上昌也）
	 「東北新社問題で浮き彫り「放送と政治」への違和感」
	 URL：//toyokeizai.net/articles/-/573846（最終閲覧 2025/1/31）
2021 年 2 月 22 日，日本経済新聞朝刊 13 頁，インタビュー（聞き手：渋谷江里子）
	 「ドイツの SNS 対策法　安易な模倣，過剰規制に」
2021 年 1 月 18 日，産経新聞朝刊 5 頁，インタビュー（聞き手：荒船清太）
	 「【論点直言】SNS と表現の自由　トランプ氏凍結」
2020 年 10 月 4 日，毎日新聞（東京朝刊）8-9 頁，「開かれた新聞委員会」
	 「確かな情報で信頼築け　政治報道をより透明に」
2020 年 9 月 28 日，毎日新聞（東京朝刊）7 頁，インタビュー（聞き手：青島顕）
	 「時流・底流　国は放送局の自律，尊重を」
2020 年 7 月 20 日，毎日新聞電子版，インタビュー（聞き手：鵜塚健）
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	 「制裁金 60 憶円　ドイツの SNS 対策法を日本がまねしない方がいい理由」
	 URL：https://mainichi.jp/articles/20200720/k00/00m/040/001000c（最終閲覧 2025/1/31）
2020 年 6 月 29 日，毎日新聞（東京朝刊）10-11 頁，「開かれた新聞委員会」
	 「検察庁法　議論し尽くせ，コロナ第 2 波へ備えを」
2020 年 06 月 17 日，ハフポスト，インタビュー（聞き手：國崎万智）
	 「SNS の違法な中傷，放置で最大 60 億円の制裁金も　規制強めるドイツ法は理想のモデル？」
	 URL：https://www.huffingtonpost.jp/entry/story_jp_5ee96296c5b650b4255d3911
	 （最終閲覧 2025/1/31）
2020 年 5 月 22 日，毎日新聞（東京朝刊）23 面，インタビュー（聞き手：川崎桂吾）
	 「〔有識者に聞く〕メディアと取材相手　守るべき一線越え」
2020 年 4 月 10 日，毎日新聞（東京朝刊）17 頁，「開かれた新聞委員会」
	 「コロナ不安に応えたか」
2019 年 8 月 12 日，朝日新聞朝刊，京都アニメーション放火事件の被害者報道についてコメント
2018 年 3 月～，慶應義塾大学研究者紹介動画「放送法，インターネット法，ドイツ憲法判例の研究」
	 URL：//www.youtube.com/watch?v=o28vO4nDIn0（最終閲覧 2025/1/31）
2017 年 12 月 27 日，毎日新聞朝刊，最高裁大法廷 NHK 受信料合憲判決についてコメント
2017 年 12 月 15 日，朝日小学生新聞朝刊，NHK 受信料制度について解説
2017 年 12 月 7 日，朝日新聞朝刊，最高裁大法廷 NHK 受信料合憲判決についてコメント
2017 年 12 月 7 日，産経新聞朝刊，最高裁大法廷 NHK 受信料合憲判決についてコメント
2017 年 12 月 6 日，東京 FM，最高裁大法廷 NHK 受信料合憲判決についてコメント
2017 年 11 月 29 日，J-WAVE「JAM THE WORLD」出演（番組担当：安田菜津紀）
	 神奈川県座間市アパート殺人事件の被害者報道のあり方について解説・コメント
2016 年 5 月 3 日，J-WAVE「JAM THE WORLD」出演（番組担当：堀潤）
	 「夏の参院選までに確認しておきたい，自民党改憲草案 3 つのポイント」（家族制度）
2016 年 5 月 3 日，J-WAVE「JAM THE WORLD」出演（番組担当：堀潤）
	 「夏の参院選までに確認しておきたい，自民党改憲草案 3 つのポイント」（表現の自由）
2016 年 3 月 29 日，J-WAVE「JAM THE WORLD」出演（番組担当：堀潤）
	 放送メディアと国家の関係はどうあるべきかについて解説
2016 年 3 月 21 日，CS「テレ朝チャンネル 2」「津田大介　日本にプラス」出演（放送法 4 条）
2016 年 2 月 22 日，TBS ラジオ「渋谷和宏のヒント」出演（放送法 4 条）
2016 年 2 月 12 日，インターネット番組ビデオニュース「マル激トーク・オン・ディマンド」
	 第 775 回「日本では政治家に放送の政治的公平性を判断させるのか」出演
	 URL：//www.youtube.com/watch?v=m9FB_MGYlvU（ダイジェスト版，最終閲覧 2025/1/31）
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